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積算補助業務委託 

 

第１節 積算補助業務委託基準 

 １ 適用範囲 

   本積算基準は、土木工事の積算補助業務を委託する場合で、１契約の分割件数が５箇所までの業務

に適用する。ただし、１契約の分割件数が適用範囲を超える場合は別途考慮する。 

 

 ２ 積算補助業務委託価格の構成 

   栃木県県土整備部「設計業務等標準積算基準書」に準ずる。 

 

 ３ 積算補助業務委託価格の算定 

   栃木県県土整備部「設計業務等標準積算基準書」に準ずる。 

 

第２節 積算基準 

 ２－１ 直接人件費 

（１） 設計協議 

設計協議は、技師（Ａ）、技師（Ｂ）各１名とし、１回０．５日として、協議回数は、当初

と成果品納入時の２回を標準とする。 

ただし、地理的条件、業務内容等より上記協議回数で不足が生じると判断される場合は、別

途考慮する。 
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（２） 歩掛 

標準歩掛                           １式当り 

 

直  接  人  件  費 

技 師（Ａ） 技 師（Ｂ） 技 師（Ｃ） 技 術 員 

設 計 計 画 0.5 0.5   

設計図作成  0.5  1.0 

数 量 算 出  0.5 1.5 1.5 

積 算  1.0 2.0 2.0 

照 査 0.3    

計  0.8 2.5 3.5 4.5 

 

設計図作成及び数量算出 標準歩掛               １式当り 

 

直  接  人  件  費 

技 師（Ａ） 技 師（Ｂ） 技 師（Ｃ） 技 術 員 

設 計 計 画 0.4 0.4   

設計図作成  0.5  1.0 

数 量 算 出  0.5 1.5 1.5 

照 査 0.3    

計  0.7 1.4 1.5 2.5 
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設計図作成 標準歩掛                     １式当り 

 

直  接  人  件  費 

技 師（Ａ） 技 師（Ｂ） 技 師（Ｃ） 技 術 員 

設 計 計 画 0.3 0.3   

設計図作成  0.5  1.0 

照 査 0.2    

計  0.5 0.8  1.0 

 

数量算出 標準歩掛                      １式当り 

 

直  接  人  件  費 

技 師（Ａ） 技 師（Ｂ） 技 師（Ｃ） 技 術 員 

設 計 計 画 0.3 0.3   

数 量 算 出  0.5 1.5 1.5 

照 査 0.2    

計  0.5 0.8 1.5 1.5 

注１） 本表は、工事価格が１０，０００千円を超え３０，０００千円以下の道路改良工事を

対象とした標準歩掛であり、工事価格、工種が異なる場合には、表－１、表－２を基に

次式により補正率を算出し、歩掛を補正する。 

Ｘ＝（１＋Ｘ１）×（１＋Ｘ２） 

Ｘ：補正率 

注２） 業務を実施した結果、工事価格及び工種による補正率に変更が生じた場合には、設計

変更の対象とする。 

注３） 工事価格を積算した結果、予算の制限等による工事数量等の修正作業は、標準歩掛に 

１回のみ含む。 

注４） 修正作業を複数回行う場合は、受発注者協議の上、必要額を適正に計上すること。 
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標準歩掛の業務の項目における作業内容は以下のとおりである。 

１．設計計画 

１）業務計画 

① 積算内容の把握 

設計図書及び各種数量計算書等の内容を確認する。 

② 基本方針の検討 

作業工程、人員計画等を立案・検討する。また、歩掛適用上の留意点等を抽出す

る。 

２）現地調査 

① 現地の掌握 

② 軽微な計測調査       

 

２．設計図作成 

       １）図面の作成・修正 

        各種図面の積算範囲に合わせた発注図面の作成、設計計画において発見された軽微な修

正を行う。 

 

３．数量算出 

１）数量算出 

２）数量計算書・集計表の作成 

 

      ４．積算 

       １）特殊歩掛・特殊単価の調査 

       ２）積算 

        設計図面、数量計算書を基に、該当する標準歩掛及び単価表を参照の上、「積算補助業務

委託納品ファイル」へ必要事項を入力する。 

３）設計図書（案）の作成 

 

      ５．照査 

       １）基本方針等の照査 

       ２）指示事項等の諸条件と設計図書内容についての照査 

       ３）数量・歩掛の適正照査 

       ４）総合照査 
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（３） 積算についての注意事項 

１．分割積算が必要な場合の歩掛補正 

分割積算が必要な場合は、分割設計書ごとに表－１、表－２の補正率を用いて歩掛を補正する。 

     

２．舗装修繕工事・道路排水施設工事については、標準歩掛に軽微な計測及び図面の作成を含む。 

 

     

表－１ 工事価格による補正率（Ｘ１） 

工事価格（千円）ａ 補正率（Ｘ１） 

ａ ≦ 5,000 －60 ％ 

5,000 ＜ ａ ≦ 10,000 －40 ％ 

10,000 ＜ ａ ≦ 30,000 0 ％ 

30,000 ＜ ａ ≦ 50,000 40 ％ 

50,000 ＜ ａ ≦ 100,000 100 ％ 

100,000 ＜ ａ ≦ 200,000 150 ％ 

200,000 ＜ ａ ≦ 300,000 200 ％ 

300,000 ＜ ａ ≦ 400,000 250 ％ 

400,000 ＜ ａ ≦ 500,000 300 ％ 

500,000 ＜ ａ ≦ 600,000 350 ％ 

600,000 ＜ ａ ≦ 800,000 400 ％ 

800,000 ＜ ａ ≦ 1,000,000 450 ％ 

1,000,000 ＜ ａ 別途考慮 
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表－２ 工種による補正率（Ｘ２） 

工種 補正率 

道路改良工事              ※ 0 ％ 

道路構造物 10 ％ 

道路維持 -40 ％ 

舗装 -30 ％ 

公園 -30 ％ 

河川 0 ％ 

河川構造物 10 ％ 

河川維持 -40 ％ 

砂防（流路工） 10 ％ 

砂防（堰堤工） -40 ％ 

地すべり -40 ％ 

急傾斜地崩壊防止施設 -20 ％ 

橋梁（鋼橋架設、ＰＣ橋） 0 ％ 

橋梁保全               ※※ 10 ％ 

トンネル 20 ％ 

下水道（推進）、共同溝 0 ％ 

下水道（開削・マンホールポンプ） -30 ％ 

ダム 20 ％ 

注）※道路排水施設整備工事は「道路改良工事」ではなく「道路維持」の補正率を適用する。 

  ※※橋梁保全工事のうち伸縮継手補修工のみや高欄取替工のみ等、単一の工種で構成される工事につ

いては「橋梁保全」ではなく、従前通り「道路維持」の補正率を適用する。 

 

工種による補正率（Ｘ２）は上記を標準とするが、作業内容により難易度の補正を行うことができ

る。なお、工種は「土木工事標準積算基準書」を参考に、工事内容によって適切に選定する。 
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 ２－２ 直接経費 

  （１） 旅費交通費 

    旅費交通費に関する算定は設計業務等標準積算基準書（参考資料）１－３旅費交通費に準ずるも

のとし、直接人件費に対し、下表の率を乗じた額を計上すること。 

 

旅費交通費等 旅費交通費の上限（千円） 

直接人件費の 0.63 ％ 244 

 （注）旅費交通費等の率は、打合せ、現地調査の費用とする。 

 

  （２） 印刷製本費 

    必要額とする。 
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積算補助業務委託基準コード一覧表

　　　　施　　　工　　　単　　　価　　　名　　　称 単位

　積算補助業務委託 式 1 Ｓ９９０2

　積算協議 式 2 Ｓ９９０３

　印刷製本費 式 3 Ｓ９９０４

以下の歩掛については、令和５(2023)年２月８日付け技管第375号「令和４年度　積算補助

業務委託積算基準における歩掛の追加について（通知）」に基づき積算すること

【該当歩掛】

　・設計図作成及び数量算出

　･設計図作成

　・数量算出

【積算方法】

　・標準歩掛に補正率を乗じて算出された人工の合計を「S2828」コードにより計上する

　・入力条件は以下のとおりとする。

コード名

Ａ条件：成果品作成費設計種別 = ３
Ｂ条件：電子計算機使用料の率 = ０
Ｍ条件：技師（Ａ）内業 =「算出された人工」
Ｎ条件：技師（Ｂ）内業 =「算出された人工」
Ｏ条件：技師（Ｃ）内業 =「算出された人工」
Ｐ条件：技術員内業 =「算出された人工」

-8-
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積算補助業務委託特記仕様書（案） 

 

第１章 総則 

第１条 適用 

この特記仕様書は、栃木県積算補助業務委託共通仕様書（以下「共通仕様書」という）でい

う特記仕様書である。 

なお、本特記仕様書に明示なき一般的事項は共通仕様書によるものとする。 

  

第２条 業務の目的 

本業務は、栃木県県土整備部が実施を予定している土木工事（予定工事）の円滑な執行のた

め、工事費積算の補助的業務として、種々の基準等に整合した積算条件等の算出を与えられた資

料や現地調査の結果を基に、行うことを目的とするものである。 

 

第３条 委託対象 

本業務の委託対象は次に示すとおりとする。 

１．路河川名： 

２．箇所名： 

３．工種名： 

４．積算対象工事価格： 

積算対象工事価格は、当初想定している概算金額であるため、本業務を実施した結果、工

事費及び工種による補正率に変更が生じた場合には、業務委託料の変更を行うものとする。 

５．添付図面 

（１）平面図 

（２）標準横断図 

（３）一般図（橋梁等） 

なお、平面図には概略区間を明示しているが、業務の結果により区間延長等が変わっ

ても変更を要しないものとする。 

 

第４条 履行期間 

本業務の履行期間は着手の日から起算して○○日間とする。（又は、令和○○年○○月○○

日までとする。） 

 

第５条 提出書類（成果品） 

本業務における提出書類（成果品）は次のとおりとする。 

１．積算補助業務委託用納品ファイル（以下、納品ファイル） 各１部 

２．設計図（案）                        各１部 

３．特記仕様書（案）                           各１部 

４．その他参考資料                            各１部 

５．積算根拠資料                             各１部 

６．引継ぎ事項記載書                           各１部 

７．上記１から６の電子データ                        １式 

８．打合せ記録簿                              １式 

９．積算業務照査結果報告書                         １部 
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第６条 使用図書類（積算基準書等） 

本業務は、次の図書を使用して実施するものとし、適用年度版等は発注者の指示によるもの

とする。なお、それ以外の図書を使用する場合は、監督員の承諾を得るものとする。 

１． 土木工事標準積算基準書（共通編）：栃木県版 

２． 土木工事標準積算基準書（河川・道路編）：栃木県版 

３． 積算参考資料：栃木県版 

４． 公園緑地工事標準設計歩掛表：栃木県版 

５． 下水道用設計標準歩掛表：栃木県版 

６． 国土交通省土木工事標準積算基準書（電気通信編） 

７． 国土交通省機械設備工事積算基準 

８． 機械損料一覧表：栃木県版  

９． 土木工事実施設計労務資材単価表（公表用）：栃木県版 

１０．Web 建設物価（土木コスト情報を含む）：一般財団法人建設物価調査会 

１１．積算資料電子版（土木施工単価を含む）：一般財団法人経済調査会 

１２．土木工事数量算出要領（案）：国土交通省 

１３．土木工事共通仕様書 

 

第７条 貸与品 

下記の図書については、発注者が受注者へ無償で貸与することとする。 

１．第１章第６条の１から７の図書のうち、発注者が本業務の履行に必要と判断した図書 

２．予定工事の測量、地質調査、設計等の成果品 

なお、第１章第６条の８から１２の図書は、一般に販売又は公表されているため受注者の責

任において整備することとする。 

 

第８条 担当技術者 

担当技術者は、第２章で示された業務の適正な履行を確保するため、業務に係わる次の事項

について適切に行わなければならない。 

１．業務の実施にあたっては、積算基準書等を十分に理解し、厳正に実施すること。 

２．業務の実施にあたって、関係法令、請負工事の契約図書の内容を十分理解し、関連する土木

工事の施工方法等についても把握しておくこと。 

 

第２章 業務内容 

第１条 設計計画 

１．業務計画 

受注者は、設計図書に示す業務内容を把握し、与えられた設計図、数量計算書等の資料に

ついて、内容を確認し業務計画を立案するものとする。 

また、人員計画等から作業工程を立案するとともに、歩掛及び各種基準の適用に関する留

意点等を抽出し、様式－１「照査要領一覧表・照査結果報告書」に反映させるものとする。 

２．現地調査 

 受注者は現地調査を行い地形、地質、土地利用、周辺状況などを把握するとともに、必要

であれば軽微な計測を行って調査結果を監督員に提出し、積算条件については監督員の承諾

を得るものとする。 

なお、現地調査は事前に監督員とその内容を協議することとする。  
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第２条 設計図作成 

受注者は、予定工事に関する設計成果品の貸与資料を基に、積算範囲に合わせた修正及び着色、

設計計画において発見された不足図面のうち設計にあたらないものの作成、軽微な違いの訂正を

行い、設計図及びその他積算に必要な図面を作成する。 

 

第３条 数量算出 

１．数量算出 

数量算出にあたっては、土木工事標準積算基準書（共通編）栃木県版及び土木工事数量算

出要領（案）（国土交通省）を適用し、土木工事標準積算基準書（共通編）栃木県版の数値

基準を優先するものとする。 

２．数量計算・集計表の作成 

設計業務等の成果品を基に、予定工事の範囲に合わせて積算に必要な数量を算出し、数量

計算書及び集計表等の作成を行うものとする。 

 

第４条 積算 

１．積算基準書等に記載が無い歩掛及び単価の決定 

予定工事の対象となる工種について歩掛り及び単価などが第１章第６条使用と書類に記載

が無い場合は、速やかに監督員と協議するものとし、見積もり及び特別調査を実施する場合

は、歩掛及び単価の決定は監督員が行うものとする。 

なお、見積りには約１５日、特別調査には約４５日の期間を要するため、受注者はその期

間を業務工程に見込むこととする。 

２．積算根拠資料の作成 

受注者は、第１章第６条使用図書類及び前項の結果を基に、積算のために必要な諸数値（納

品ファイル入力データ等）の算定を行い、その根拠資料を取りまとめ発注者へ提出するもの

とする。 

３． 積算補助業務委託用納品ファイルの作成 

受注者は、第３条数量算出及び前項の結果を基に、納品ファイルへのデータ入力を行い、

その結果を電子データで発注者に提出するものとする。 

発注者はその結果を基に工事価格を算出し、予算の制限等により予定工事の数量を修正す

る必要がある場合は速やかに受注者へ指示するものとし、受注者は該当する資料を修正する

ものとする。 

なお、発注者は最新版の納品ファイルを受注者に提供するものとする。 

４．設計図書（案）の作成 

受注者は、第２章第１条から第４条３項までの結果を基に、次の項目について設計図書等

の（案）を作成し、発注者へ提出するものとする。 

（１）設計図 

（２）特記仕様書（施工条件書を含む） 

（３）その他参考資料 

５．引継ぎ事項記載書の作成 

受注者は、発注者が本業務の成果品を基に予定工事の積算及び設計図書の作成をする際に

留意すべき下記の事項について、引継ぎ事項記載書を作成し発注者へ提出するものとする。 

（１）発注者が積算時に決定する必要がある単価、数量等 

（２）対外調整が未了である場合など、業務完了時点以降に処理すべき事項 

（３）予定工事実施に際して、留意すべき事項 
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（４）その他発注者へ引継ぐ必要がある事項 

 

第５条 照査及び照査技術者 

照査技術者は、次の項目について照査計画を立案し、業務計画書に記載するとともに、成果品

の納品前に照査を実施し、結果を照査報告書（様式-1）としてとりまとめ、照査技術者の署名捺

印のうえ主任技術者に差出し、発注者へ提出するものとする。 

１．基本方針等の照査 

本業務の実施方針（基本方針）についてその内容が設計図書及び予定工事の内容と整合し

ていることの照査を行う。特に、地形、地質条件、土地利用、周辺状況については必要な情

報が得られていることの確認を行うものとする。 

２．指示事項等の諸条件と設計図書内容の整合に関する照査 

発注者からの指示事項等の諸条件を確認整理し、その条件が成果品に反映されていること

を照査する。 

３．数量・歩掛・単価の適正照査 

数量が、土木工事標準積算基準書（共通編）及び土木工事数量算出要領（案）に整合し違

算がないことを確認し、歩掛及び単価については、その適用が適切であることを確認するも

のとする。 

４．総合照査 

項目毎に確認した結果を踏まえて総合的な観点から予定工事の内容及び目的と全体的に整

合が図られていることを確認するとともに、前記した照査項目以外のものについても必要で

あれば照査するものとする。 
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様式-1 

積算補助業務（照査要領一覧表・照査結果報告書） 

□該当しない ■該当する 

№ 項  目           主な内容 照査結果   備 考 

１ 積算条件 □工事の範囲の確認。 

□単価適用世代「               」  

□夜間工事がある。 

→□労務単価を適切に割増している。 

  

２ 

 

 

 

 

 

 

直接工事費 

 

 

 

 

 

 

□交通誘導員の計上区分は適切か。 

→区分「                  」  

※計上区分は基準書を参照し適切に計上。 

□現場付近の交通状況を把握しているか。 

□交通誘導員の配置計画は適切か。 

□交通誘導員積上げ計算は適切か。 

→□日施工量、□作業班編成 

  

３ 共通仮設費 □工種区分「           」 
※工種区分は、工事名にとらわれることなく、工種内

容によって適切に選定する。 

参照通知文 
①H21.1.29_技管第307号「道路維持工事の工種区

分の取扱いについて 
②H21.3.31_技管第378号別紙2「工事費の積算にお

ける工種区分の選定について（案）」 
□工種区分が2種類以上の工種からなる設計書 

主たる工種の選定（計算結果） 

「         工事」 「          工事」 

           円 ＞          円 

□共通仮設費の率計算の対象額に含めないものが

ある。 
※簡易組立式橋梁、PC桁、PC床版、グレーチング

床 板 、合 成 床 版 製 品 費 、ポンプ、大 型 遊 具 （ 設 計

製作 品） 、工場製作 品（鋼桁 、門扉 等）、光ケーブ

ルの購入費、大型標識柱の材料費等 

□共通仮設費の率計算の対象額に含めないものが

あった場合の計算が適切である。 

※特殊データ［＃ｎｎｎｎコード］を使用 

□施工箇所が人口集中地区（ＤＩＤ地区）か。 

→□ＤＩＤ地区を総務省ＨＰで確認 
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№ 項  目           主な内容 照査結果   備 考 

  □共通仮設費率の補正 

 →工種区分 

  □鋼橋、電共、道路維持、舗装、橋梁保全 

  □上記以外 

 →施工地域補正区分 

  □市街地 

  □市街地以外 

 →交通規制区分 

  □一般交通影響有り（１） 

  □一般交通影響有り（２） 

  □一般交通影響無し 

①一 般交 通影 響有り（1） とは、2車線以 上 （片側1

車 線 以 上 ） かつ交 通 量 が5,000台 /日 以 上 の車

道において規制を行う場合をいう。（常時全面通

行止めを含まず） 

②一般交通影響有り（2）とは、①以外の車道で規

制 を伴 う場 合 をいう。（ 常 時 全 面 通 行 止 めを含

む） 

③市街地とは、施工地域が人口集中地区DIDをい

う。 

□施工地域区分が２つ以上となっている。 

※地域区分が２つ以上となる場合には、補正値の大

きい方を適用する。 

  

４ 運搬費 □運搬費として積み上げるものがある。 

→□質量20t以上の建設機械の運搬 

→□運搬基地（        ） 

□仮設材（ 鋼矢板、Ｈ形鋼、覆工板、敷鉄板）  

→□運搬基地（        ） 
□仮設材の積込み・取卸し費 

□重建設機械の分解、組立及び輸送 
□賃料適用のｸﾚｰﾝの分解組立時及び 
運搬中の本体賃料 

※質量20t以上の建設機械の貨物自動車等による運

搬、仮設材（鋼矢板、H形鋼、覆工板、敷鉄板等）、

重建設機械の分解、組立及び輸送（運搬中の本体

賃料・損料及び分解・組立時の本体賃料を含む） 
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№ 項  目           主な内容 照査結果   備 考 

  □積上げ運搬費の計上場所。 

→□直接工事費 

□共通仮設費 

□共通仮設費率に含まれる機械、機材等を確認し、

積上げ計上していない。 

  

５ 準備費 □伐開、除根等の準備作業は発生する。 

→□準備工に伴い発生した建設副産物の 

処 理 方 法 、処 理 先 及 び計 上 方 法 が適 切

か。（共通仮設費準備費配下） 

※積算参考資料を参照し適切に計上。 

  

６ 安全費 □積上げ安全費の項目は。 

→□安全施設、□安全管理 

□現場付近の交通状況を把握している。 

□安全施設に関する積上げ項目は。 

→□「             」 

□現場環境改善費を計上する工事か。 

→□計上する場合、適切に積上げている 

か。 

※積算参考資料を参照し適切に計上。 

□安全管理に関する積上げ項目は。 

→□「                   」  

※鉄道、高圧作業、ダム等に関する場合。 

  

７ 役務費 □土地の借り上げ等がある。 

→□借地期間が適正。 

□  〃 面積が適正。 
□  〃 金額の計算根拠が適正。 

※金額の計算は基準書を参照し適切に計上。 

□電力料金の計上がある。 

※金額の計算は基準書を参照し適切に計上。 

  

８ 技術管理費 □特殊な品質管理に要する費用がある。 

→□土質等試験：品質管理基準項目以外 

□地質調査：平板載荷試験、ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 

ｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ、その他原位置試験  

□現場条件等により積み上げる費用がある。 

→□軟弱地盤等における費用 

□試験盛土等、ﾄﾝﾈﾙ計測Bの費用 

□その他（               ）  

□施工合理化調査、施工形態動向調査及び諸経

費動向調査に要する費用がある。 
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№ 項  目           主な内容 照査結果   備 考 

９ 営繕費 □営繕費として積上げる項目がある。 

→□監督員詰所 

□火薬庫 

※金額の計算は基準書を参照し適切に計上。 

  

１０ 現場管理費 □処分費等を計上している。 

（直接工事費・準備費） 

※処分 費 等の割合により諸経 費対 象 額の控除が

あるため、直接工事費用と準備費用の処分費コー

ドを使用し適切に積上げること。 

□支給品があり、支給品費を適切に加算している。 

□無償貸付機械等があり評価額を適切に加算して

いる。 

  

１１ 一般管理費 □契約保証に係る一般管理費等の補正が適切。 

□支給品がある場合、支給品費の補正は適正。 

  

１２ 指示事項等の諸

条件と設計図書

内容の整合に関

する照査 

□発注者より指示された事項はあるか 

□指示された（       ）と積算結果は一致す

るか 

□指示された（       ）と積算結果は一致す

るか 

□指示された（       ）と積算結果 

□設計工法と積算条件等は整合しているか 

  

１３ 施工条件書及  
び特記仕様書  
関係 

□条件明示は適切に行われている。 

※積算参考資料参照 

□特記仕様書の内容が適切。 

  

１４ 数量・歩掛・  
単価の適正照  
査 

□単位当たりの数量計算が正しい。 

□構 造 物 の数 量 から控 除 しないものの取 り扱 いが

適正。 
□構造 物の数量に加 算 しないものの取り扱いが適

正。 

※土木工事数量算出要領を参照 

□単 位 当 たりの数 量 計 算 結 果 と単 価 表 数 量 は一

致している。 

□数量計算に用いる単位及び数位が適切。 

□単価表及び内訳表の数量欄の数位が適切。 

□各種歩掛の適用範囲が適切。 

□各種市場単価の適用範囲が適切。 

→□適用にあたっての留意事項を確認した。 

□各種標準単価の適用範囲が適切。 

→□適用にあたっての留意事項を確認した。 
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№ 項  目           主な内容 照査結果   備 考 

１５ 総合照査  □図面・数量計算・積算内訳書が一致している。 

□その他参考資料に積算の根拠となる数量計算表

等の全てが添付してある。（採用単価根拠及び交

通誘導員必要日数計算書等は除く） 
□全体をみて計上漏れがない。 

□平面図・縦断図・横断図等に設計区間を明示し

たか。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和○○年○○月○○日 

 

 

                                       照査技術者                         印 


